
様式第２号の１－①【⑴実務経験のある教員等による授業科目の配置】 

※大学・短期大学・高等専門学校は、この様式を用いること。専門学校は、様式第２号の１

－②を用いること。

学校名 福島大学 
設置者名 国立大学法人福島大学 

１．「実務経験のある教員等による授業科目」の数 

学部名 学科名 

夜間･

通信

制の

場合 

実務経験のある 

教員等による 

授業科目の単位数 

省令

で定

める

基準

単位

数 

配

置

困

難 
全学

共通

科目 

学部

等 

共通

科目 

専門

科目 
合計 

人文社会学群 

人間発達文化学

類 

夜 ・

通信 

１４

単位 

０ 

１２ 

単位 

２６

単位 

１３

単位 

行政政策学類 

夜 ・

通信 

８ 

単位 

２２ 

単位 

１３

単位 

夜 ・

通信 
０ 

１４

単位 

１３

単位 

経済経営学類 
夜 ・

通信 

８ 

単位 

２２

単位 

１３

単位 

理工学群 
共生システム理

工学類 

夜 ・

通信 
０ 

８ 

単位 

２２

単位 

１３

単位 

農学群 食農学類 
夜 ・

通信 
０ 

１０ 

単位 

２４

単位 

１３

単位 

（備考） 

２．「実務経験のある教員等による授業科目」の一覧表の公表方法 
HP「福島大学 授業・履修案内」内の「実務経験のある教員等による授業科目一覧」に掲

載。 

（https://kyoumu.adb.fukushima-u.ac.jp/a_syllabus-01.html） 

３．要件を満たすことが困難である学部等 

学部等名 

（困難である理由） 
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様式第２号の２－①【⑵-①学外者である理事の複数配置】 
 
※ 国立大学法人・独立行政法人国立高等専門学校機構・公立大学法人・学校法人・準学校

法人は、この様式を用いること。これら以外の設置者は、様式第２号の２－②を用いる

こと。 
 

学校名 福島大学 
設置者名 国立大学法人福島大学 

 

 

１．理事（役員）名簿の公表方法 
HP「役職員・経営協議会委員・教育研究評議会評議員」に掲載。 

（https://www.fukushima-u.ac.jp/university/overview/admin.html） 

 

 

２．学外者である理事の一覧表 

常勤・非常勤の別 前職又は現職 任期 
担当する職務内容 

や期待する役割 

非常勤 
本学所在市に立地する

企業の役員 

2年（2024年

4 月～2026

年 3月） 

経営マネジメント

担当 

非常勤 
本学所在市に立地する

企業の役員 

2年（2024年

4 月～2026

年 3月） 

エンゲージメント

担当 

（備考） 
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様式第２号の３【⑶厳格かつ適正な成績管理の実施及び公表】 

 

学校名 福島大学 

設置者名 国立大学法人福島大学 

 

 

○厳格かつ適正な成績管理の実施及び公表の概要 

１．授業科目について、授業の方法及び内容、到達目標、成績評価の方法や

基準その他の事項を記載した授業計画書(シラバス)を作成し、公表して

いること。 
（授業計画書の作成・公表に係る取組の概要） 
・授業計画（シラバス）の作成過程 

 全学教務協議会において、シラバス記載項目等も含め審議を行い、その決定内容を受け

て全授業担当教員（非常勤講師も含む）へシラバス作成依頼を行う。提出期限後、作成さ

れたシラバスについて、各学類の教務委員会において提出状況及び記載項目の確認を行

い、確認内容に基づき授業担当者に提出の督促や未記入項目への記入依頼を行う。その後、

全学教務協議会及び基盤教育委員会を所管する教育推進機構の高等教育企画室において

シラバスの内容確認を行い、次年度のシラバス作成にあたって改善すべき点などを検討

し、必要に応じて訂正依頼を行う。 

・授業計画の作成・公表時期 

 １月末に授業担当教員へシラバス作成依頼をおこない、２月初旬の原稿提出締切り、３

月末までの点検を経て、４月にホームページ上に公表する。 

授業計画書の公表方法 

（公表方法：HP「シラバス・時間割-シラバス」 

https://kyoumu.adb.fukushima-u.ac.jp/a_syllabus-

01.html） 

２．学修意欲の把握、試験やレポート、卒業論文などの適切な方法により、

学修成果を厳格かつ適正に評価して単位を与え、又は、履修を認定して

いること。 
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（授業科目の学修成果の評価に係る取組の概要） 

本学の単位の認定及び評価については、以下に示す「福島大学単位認定規程」に基づき

厳格かつ適正に実施している。 
【福島大学単位認定規程】 

（趣旨） 

第１条 この規程は、福島大学試験規則（昭和４４年３月１８日制定。以下「試験規則」とい

う。）第９条の規定に基づき、単位の認定に関し、必要な事項を定める。 

（履修登録） 

第２条 学生は、受講する科目について、所定の期間に履修登録の手続を行わなければならな

い。 

２ 履修登録を撤回しようとする時は、所定の期間に履修登録撤回の手続を行わなければなら

ない。 

３ 前項に規定する期間を過ぎてから、病気や事故などやむを得ない理由及び休学や留学など

で受講を継続することが困難になった場合については、所定の期間に同項の手続を行うこと

がある。 

（単位の認定） 

第３条 単位の認定は、各科目について次の５段階で評価し、SからCを合格とする。 

評語 学修成果 評点 

 S 単位認定基準を満たし、かつ、全ての項目で優秀な学修成果をあげた 90点～100点 

 A 単位認定基準を満たし、かつ、多くの項目で優秀な学修成果をあげた 80点～89点 

 B 単位認定基準を満たし、かつ、いくつかの項目で優秀な学修成果をあげた 70点～79点 

 C 単位認定基準を満たす最低限の学修成果をあげた 60点～69点 

 F 単位認定基準の学修成果をあげられなかった 59点以下 

２ 評価は、筆記試験、論文、報告書、実技又は平常の成績等によって行う。 

３ 受講する科目の欠席時数が当該科目の総授業時数の３分の１を超えた場合は、原則として 

当該科目の単位認定は行わない。 

４ 第１項に規定する評価以外に、教育実習等に合格した場合は「G」で、他大学等で修得した 

科目等を認定された場合は「N」で評価する。 

（授業料未納期間の単位認定） 

第４条 福島大学学則（昭和２４年６月１日制定。以下「学則」という。）第２６条第１項の規 

定により除籍された者のうち、授業料未納期間にかかる単位の認定はしないものとする。た 

だし、学則第２６条第１項第５号により除籍された者で再入学を許可された者が、当該未納 

期間の授業料に相当する額を納入した場合は、その期間にかかる単位を認定するものとする。 

３．成績評価において、ＧＰＡ等の客観的な指標を設定し、公表するとと

もに、成績の分布状況の把握をはじめ、適切に実施していること。 
（客観的な指標の設定・公表及び成績評価の適切な実施に係る取組の概要） 
本学では、客観的な指標としてＧＰＡ制度を取り入れ、学修の「量」より「質」を求め

る制度として運用しています。算出方法として、学生が履修した科目の成績評価（S、A、

B、C 及び F）をそれぞれ 4、3、2、1、0 に点数化し（これを Grade Point＝GP という）、

履修科目の 1 単位当たり平均 GP の値（ＧＰＡ）を以下の計算方法により算出している。 

 

        （修得した各科目の単位×Grade Point）の総和 

GPA（Grade Point Average） ＝ --------------------------------------------- 

                     履修登録した科目の総単位数 

               ※ 小数点第３位を四捨五入し、小数点第２位までの値を計算 
 

ＧＰＡ制度を有効に機能させるため、①履修登録単位数を制限する Cap 制度（２４単位か

ら３０単位）、②履修登録撤回制度（履修登録をした科目について、授業内容が予想して

いたものと違っていたまたは授業についていけないなどを理由にして所定期間内に学生

が自主的に履修登録の撤回手続きを行う制度）を取り入れている。 
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客観的な指標の 

算出方法の公表方法 

（公表方法：HP「国立大学法人福島大学学修案内 

（ 履 修 に 関 す る 基 本 的 事 項 ） 」

https://kyoumu.adb.fukushima-

u.ac.jp/guide/2023/hdc/page/011006.html） 

※全学類共通 

４．卒業の認定に関する方針を定め、公表するとともに、適切に実施して

いること。 
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（卒業の認定方針の策定・公表・適切な実施に係る取組の概要） 

【卒業の方針の策定】 

  本学各学類の卒業の方針（ディプロマポリシー）は以下のとおり。 

・人文社会学群 人間発達文化学類 

本学類は、現代社会に必要とされる人間発達支援者を養成するために、以下のような

５つの観点からなる学位授与の方針（ディプロマ・ポリシー、以下ＤＰと略記）を掲げ

ています。ＤＰとは、どのような力を身に付ければ学位を授与するのかを定める基本的

な方針であり、学生の学修成果の目標ともなるものです。 

 

１)最新の専門知識及び技術（専門知識・技術） 

人間の発達を支援する教育及び文化についての専門知識や技術を身につけている。 

２)本質を見極めるための教養と学際性（教養と学際性） 

現代的課題や地域的課題への問題意識をもち、個々の事象を複数の観点から捉え

ることができる。 

３)協働的な問題探究（社会的スキル） 

人や文化の多様性を理解し、共感的態度をもって、価値観や考え方の違いを超えた

関係を形成するスキルを身につけ活用することができる。 

４)社会の改善につなげる創造性（認知的スキル） 

学問固有の問いの立て方、ものの見方、思考法を身につけており、それらを活用し

つつ社会の改善に向けて深く探究したり効果的に表現したりすることができる。 

５)市民としての主体的態度（態度や価値観） 

人間の発達を支援する者としての自覚をもち、人間の発達や文化の発展に寄与し

ようと努力する。 

・人文社会学群 行政政策学類 

本学類は、地域主体の時代にふさわしい新しい地域社会づくり、及び地域社会の活性

化に貢献する人材を養成するために、「研究分野の知識」「問題探求・調査・解読能力」

「課題解決の実践力・提案力」「創造するための学際的な応用力」「表現力・コミュニケ

ーション能力」の 5 つの能力の修得を、ディプロマポリシーとします。夜間主も同じ学

類の学生として同様の能力を身につけ、職業の知識あるいは社会生活をもとにしたスキ

ルを伸ばします。 

 

Ⅰ．研究分野の知識 

法・政治・行政・社会・文化等の研究分野に関する基礎的かつ専門的知識を修得して

いる。 

Ⅱ．問題探求・調査・解読能力 

国・地域・社会が直面している諸課題を自ら発見し、調査・分析する能力を修得して

いる。 

Ⅲ．課題解決の実践力・提案力 

発見し、調査・分析した諸課題を考察し、地域の諸主体とともに、解決のための調整

力を持って、実践的な解決を実行できる能力を身につけている。 

Ⅳ．創造するための学際的な応用力 

他者との連携のもと、社会の構成員（個・集団を問わず）の価値を尊重しつつ、相互

に暮らしやすい地域社会を作り出し、社会に貢献するため、学際的な構成力を持って、

創造的な提案ができる能力を身につけている。 

Ⅴ．表現力・コミュニケーション能力 

修得した知識、考察した結果、実践した成果や、価を第三者に効果的に伝える力を培

い、多様な主体との議論に参加できる能力を身につけている。 

 

・人文社会学群 経済経営学類 

本学類は、現代社会で起こっている様々な問題に関心をもち、それらを経済学と経営

学の視点でとらえる能力をもつことによって、社会において実践できる人材を養成す
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る。そのため以下の５つの能力をディプロマ・ポリシーとして提示する。 

 

１．経済学と経営学の専門知識 

・各コースが掲げる専門的力量を身につけている。 

・それを応用して課題を発見、分析し解決に取り組むことができる。 

２．エビデンスにもとづいて論理的に思考する力 

・量的、質的なデータを適切に収集し、エビデンスにもとづいて分析することがで 

きる。 

・論理的に思考し、多面的かつ柔軟な考察を展開できる。 

３．フィールドを通じて社会の課題に主体的に取り組む力 

・様々なフィールドを通じて、社会の課題に主体的、実践的に取り組むことができ 

る。 

４．グローバルに思考し実践に進む力 

・調査研究やコミュニケーションのために実用的な語学力を身につけている。 

・海外や地域の課題解決に向けて、対象を適切に調査し、実践的に関わることがで 

きる。 

５．キャリアを見据え自立し協働する力 

・人間的な働き方と暮らし方を志向しながら、社会的、倫理的な観点から自らを律 

するとともに目標設計を主体的に行うことができる。 

・相手の立場と意見をふまえながら、自分の意見を述べ、討論し、文章で表現でき 

るようなコミュニケーション能力を通じて、他者と共存し協働できる。 

 

・理工学群 共生システム理工学類 

本学類は、基礎的な理工学的知識を習得し、自ら専門性を高め、よりよい社会の構築

に向けて専門性を活用できる理工系人材を養成するため、「専門力」「決定力」「実践力」

「貢献力」の四つの能力の観点からディプロマ・ポリシーを定めます。 

 

Ⅰ.幅広い理工学的基礎知識と確かな専門性 

理工学的基礎知識を幅広く有し、文系理系の枠を超えた幅広い領域への関心を有

した上で、自ら選択した専門領域において自主的・継続的な学習を行ない、確かな専

門性を身につけたこと。 

Ⅱ.論理的で的確な立案力と決定力 

自らの主張を論理的に表現でき、立場の違う相手を理解し尊重する姿勢を持ち、冷

静な討議を行ない、現状を的確に把握した上で立案し、決定する能力を有すること。 

Ⅲ. 学際的・国際的に実践する力 

専門領域や国を越えて情報発信及び交流する能力を有し、課題の解決に向けて自

らの専門性を活かすと共に、様々な人と協同して行動できること。 

Ⅳ.積極的かつ持続的な貢献意識 

地域の課題から国際的な課題まで現実の課題に貢献し続ける熱意を持ち、倫理的

な行動を選択する姿勢を持ち、困難に直面しても挫けない心を持つこと。 

 

・農学群 食農学類 

本学類は、日本やモンスーンアジア等の農林業と食生活を深く理解し、よりよい社

会の創造に向けて農学の専門性を活用できる人材を養成するため、「実践性」「学際

性」「国際性」「貢献性」の四つの能力の観点からディプロマ・ポリシーを定める。 

 

Ⅰ.  課題解決志向と実践的な専門知識 

本来の農学は課題解決への貢献を第一義とする学問として発展してきた。このよ

うな特性を有する農学から学んだ専門的な知識・技能の価値について、関連産業や地

域社会の具体的な取り組みとの関わりにおいて認識できること。 

Ⅱ.  学際的な理解力とコミュニケーション能力 
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自然資源に依存する衣食住の供給システムは地域環境・農林業・製造業・流通業等

の連鎖として機能している。連鎖の各領域に専門化した農学を学びながらも、領域を

超えた学際的な理解力と発信力を培うことで、連鎖総体のレベルアップを常に意識

できること。 

Ⅲ.  国際的な問題意識とグローバルな知見の応用力 

立地特性の強い農林業や食品産業にも、地域や国を超えた共通の要素が含まれて

いる。グローバルに認知された科学的知見を応用する手法を学ぶとともに、地域固有

の課題の解決に向けた国際比較や国際交流に挑戦できること。 

Ⅳ.  冷静な分析力と持続的な地域貢献意識 

震災・原発事故からの復興に深く関わる本学類の農学教育は、歴史的・国際的にも

類例のない取り組みである。科学的なエビデンスと論理性を大切にする冷静な分析

力を身に付けるとともに、長期の時間視野から地域貢献の意義を理解できること。 

 

【卒業認定】 

 卒業認定は、「学則第 7条（修業年限及び在学期間）に規定する期間在学し、所定

の単位以上を修得する者（福島大学学則第２７条）」に対し行う。各学類の具体の修

得単位数・卒業要件については、各学類の規程にそれぞれ定められており、学類の学

修案内においてその履修方法等について周知・指導している。なお、卒業にあたって

は、各学類教員会議において卒業判定を行っている。 

卒業の認定に関する 

方針の公表方法 

（公表方法） 

・ディプロマポリシー 

（HP「学類・コース・大学院における３つのポリシー」 

https://www.fukushima-

u.ac.jp/undergraduate/policy/undergraduate.html） 

・卒業認定 

（HP「福島大学規則集」 

https://www.fukushima-

u.ac.jp/reiki_int/reiki_taikei/r_taikei_01.html） 

※関連する学内規則 

・福島大学学則 

・福島大学人間発達文化学類規程 

・福島大学行政政策学類規程 

・福島大学経済経営学類規程 

・福島大学共生システム理工学類規程 

・福島大学食農学類規程 
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様式第２号の４－①【⑷財務・経営情報の公表(大学・短期大学・高等専門学校)】 
 
※大学・短期大学・高等専門学校は、この様式を用いること。専門学校は、様式第２号の４

－②を用いること。 
学校名 福島大学 

設置者名 国立大学法人福島大学 

 

 

１．財務諸表等 
財務諸表等 公表方法 

貸借対照表 https://www.fukushima-u.ac.jp/university/public-
matters/finance.html 

収支計算書又は損益計算書 https://www.fukushima-u.ac.jp/university/public-
matters/finance.html 

財産目録 － 

事業報告書 https://www.fukushima-u.ac.jp/university/public-
matters/finance.html 

監事による監査報告（書） https://www.fukushima-u.ac.jp/university/public-
matters/finance.html 

 

 

２．事業計画（任意記載事項） 

中長期計画（名称：第４期 中期目標・中期計画 対象年度：令和４年度～９年度） 

公表方法：HP「中期目標・計画等（業務に関する情報）」 

https://www.fukushima-u.ac.jp/university/public-matters/target.html 

※当該ページ「中期目標」、「中期計画」参照 

 

 

３．教育活動に係る情報 

（１）自己点検・評価の結果 
公表方法：HP「自己点検・自己評価/外部評価/認証評価」 

https://www.fukushima-u.ac.jp/university/public-matters/evaluation/self.html 

※当該ページ「○自己点検・自己評価」参照 

 

 

（２）認証評価の結果（任意記載事項） 
公表方法：HP「自己点検・自己評価/外部評価/認証評価」 

https://www.fukushima-u.ac.jp/university/public-matters/evaluation/self.html 

※当該ページ「○認証評価」参照 
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（３）学校教育法施行規則第 172条の２第 1項に掲げる情報の概要 

 

①教育研究上の目的、卒業又は修了の認定に関する方針、教育課程の編成及び実

施に関する方針、入学者の受入れに関する方針の概要 

  
学部等名 人文社会学群 人間発達文化学類 

教育研究上の目的 

（公表方法：福島大学規則集 福島大学人間発達文化学類規程  

https://www.fukushima-u.ac.jp/reiki_int/reiki_taikei/r_taikei_01.html） 

（概要） 

【目的】 

人間の発達と文化の探究・創造に関する専門的知識と技能の獲得を通じて、学校をは

じめとして現代社会が直面する人間の発達支援に関わる諸課題に積極的に取り組む人

材を養成することを目的とする。 

 

【各コースの目的】 

教育実践コース：社会・地域などの環境の変化にさらされる学校教育に対応するため、

教育・学校に関する基盤的な知識や教科等の指導法を学び、教師として必要な資質・

能力を身につけた人材を育成する。 

 

心理学・幼児教育コース：人の行動・心理・発達や教育・保育の方法について学び、そ

れを援助につなげる力を身につけた人材や、公認心理師、幼稚園教諭または保育士と

して地域に貢献する人材を育成する。 

 

特別支援・生活科学コース：障害児・者への指導・支援に関する特別支援教育の理論や

実践、家庭・地域社会に関する生活科学の理論や実践を学び、学校教育や子どもの発

達及び生活や地域の支援に貢献する人材を育成する。 

 

芸術・表現コース：音楽や美術に関する知識・理解を、それぞれの分野に求められる専

門性と現代社会で必要とされる総合性の調和を図りながら学び、芸術表現者・学校教

員・音楽指導者・アートコーディネーターとして芸術を地域で活かすことのできる人

材を育成する。 

 

人文科学コース：日本・アジア・欧米の言語や文学、地域や社会のあり方、その歴史や

思想など人文科学分野の学問について広く学び、人文科学分野における教育及び文化

の継承・発展に貢献する人材を育成する。 

 

数理自然科学コース：身近な自然や先端的課題の中から、数学や自然科学に関わる諸問

題を見いだして解決に向かう力を学び、数学や自然科学を通して社会の発展に寄与で

きる人材や、教育を支える実践力を身につけた人材を育成する。 

 

スポーツ健康科学コース：体育や運動・スポーツ科学、健康科学について広く学び、体

育教育力、スポーツ指導力、健康福祉や生涯スポーツに関する課題解決力などの専門

性を身につけ、同分野における教育及び文化の継承・発展に貢献する人材を育成する。 

 

卒業又は修了の認定に関する方針（公表方法：HP「学類・コース・大学院における３つ

のポリシー」 

https://www.fukushima-u.ac.jp/undergraduate/policy/undergraduate.html） 
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（概要） 

【学類ディプロマ・ポリシー】 

本学類は、現代社会に必要とされる人間発達支援者を養成するために、以下のような

５つの観点からなる学位授与の方針（ディプロマ・ポリシー、以下ＤＰと略記）を掲げ

ています。ＤＰとは、どのような力を身に付ければ学位を授与するのかを定める基本的

な方針であり、学生の学修成果の目標ともなるものです。 

 

１)最新の専門知識及び技術（専門知識・技術） 

人間の発達を支援する教育及び文化についての専門知識や技術を身につけている。 

２)本質を見極めるための教養と学際性（教養と学際性） 

現代的課題や地域的課題への問題意識をもち、個々の事象を複数の観点から捉える

ことができる。 

３)協働的な問題探究（社会的スキル） 

人や文化の多様性を理解し、共感的態度をもって、価値観や考え方の違いを超えた

関係を形成するスキルを身につけ活用することができる。 

４)社会の改善につなげる創造性（認知的スキル） 

学問固有の問いの立て方、ものの見方、思考法を身につけており、それらを活用し

つつ社会の改善に向けて深く探究したり効果的に表現したりすることができる。 

５)市民としての主体的態度（態度や価値観） 

人間の発達を支援する者としての自覚をもち、人間の発達や文化の発展に寄与しよ

うと努力する。 

 

【コース概要（コースＤＰに該当）】 

  人間の発達とその支援に関するさまざまな課題について、教育実践、心理学・幼児教

育、特別支援・生活科学、芸術・表現、人文科学、数理自然科学、スポーツ健康科学の７

つの分野からアプローチします。学類生は、自らの興味・関心や目指す進路に応じて、

１年次からいずれかのコースに所属して学んでいきます。 

 

・教育実践コース：社会・地域などの環境の変化にさらされる学校教育に対応するため、

教育・学校に関する基盤的な知識や教科等の指導法を学び、学校内外の教育に関する

専門性、教科教育に関する知識と技能についての専門性を通じて、教師として必要な

資質・能力を身につけます。 

 

・心理学・幼児教育コース：人の行動・心理・発達や教育・保育の方法について学び、それ

を援助につなげる力を身につけることを目的としています。公認心理師志望者のため

のカリキュラムを履修することで同資格の取得を目指すことや、幼稚園教諭免許と保

育士資格のためのカリキュラムを履修することで各免許資格の取得も可能です。 

 

・特別支援・生活科学コース：障害児・者への指導・支援に関する特別支援教育の理論や

実践、家庭・地域社会に関する生活科学の理論や実践について広く学び、発達支援力、

教育力、衣食住や家族・家庭生活のマネジメント力などの専門性を通じて、学校教育

（小・中・高・特別支援）や子どもの発達及び生活や地域の支援に貢献するための総

合力を身につけます。 

 

・芸術・表現コース：音楽表現力、造形表現力、音楽あるいは図工・美術に強い学校教員

（小・中・高）を養うプログラムを通して、音楽や美術に関する知識・理解をそれぞ

れの分野に求められる専門性と現代社会で必要とされる総合性の調和を図りながら学

び、芸術表現者・学校教員・音楽指導者・アートコーディネーターなど芸術を地域で

活かすことのできる力を身につけます。 
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・人文科学コース：日本・アジア・欧米の言語や文学、地域や社会のあり方、その歴史や 

思想など人文科学分野の学問について広く学びます。国語力、外国語・外国文化理解 

力、地理・歴史力、現代社会・地域社会探究力などの専門性を通じて、人文科学分野 

における教育及び文化の継承・発展に貢献するための実践力を身につけます。 

 

・数理自然科学コース：身近な自然や先端的課題の中から、数学や自然科学に関わる諸問

題を見いだして解決に向かう力の修得を目指します。探究的な問題解決による学びを

軸に、数学、自然科学、算数・数学教育、理科教育に関する専門的な知識・技能を修

得します。また、数学や自然科学を通して社会の発展に寄与できる力や、教育を支え

る実践力を身につけます。 

 

・スポーツ健康科学コース：体育や運動・スポーツ科学、健康科学について広く学び、体

育教育力、スポーツ指導力、健康福祉や生涯スポーツに関する課題解決力などの専門

性を通じて、体育、スポーツ、健康分野における教育及びスポーツ文化の継承・発展

に貢献するための実践力を身につけます。 

教育課程の編成及び実施に関する方針 

（公表方法：HP「学類・コース・大学院における３つのポリシー」 

https://www.fukushima-u.ac.jp/undergraduate/policy/undergraduate.html） 

（概要） 

【教育課程編成・実施の方針（ＣＰ）】 

１．学類基礎科目 

基盤教育の問題探究演習Ⅰを受け、専門知識・技術の活用、協働的な問題探究（社会

的スキル）、社会の改善につなげる創造性（認知的スキル）についての基礎的能力を身に

つけるために、学類基礎科目を置いています。 

２．コース専門科目 

各コースに置く専門科目群です。所属するコースの専門科目を履修することで、それ

ぞれの分野の専門知識や技術、固有の問いの立て方や思考法を理解し、価値観や考え方

の違いを超えた協働関係を形成しつつ、人間の発達や文化の発展に寄与しうる力を身に

つけていきます。 

３．学際・教養科目 

現代的課題や地域的課題への問題意識をもち、個々の事象を複数の観点から捉える力

を身につけるための科目です。所属するコースの専門科目群、他コースの専門科目群、

学際・教養科目としてのみ計上できる科目群（学際・教養科目群）から、自分の興味・

関心にもとづいて自由に選択します。 

４．卒業研究科目 

学類基礎科目、コース専門科目、学際・教養科目で修得した知識・技術等を総合し、

深化するために卒業研究科目を置いています。この科目では、自らの専門性を活かして

人間の発達や文化の発展に寄与しようと努力する態度や価値観についても身につけま

す。 

５．自由選択科目 

  学びの視野を広げ、専門性を深める学びを保証するために自由選択科目を置いていま

す。この領域には具体的な科目は設定されていません。「基盤教育」と「専門教育」の科

目の中から、自分の興味・関心にもとづいて自由に科目を選択することができます。 
６．コース専門プログラム 

  それぞれのコースには、専門知識・技術の確実な定着と、認知的・社会的スキルの高 

度化をはかるための学習プログラムとして、コース専門プログラムが置かれていて、所 

属コースのプログラムの中から選んで履修します。また、コース専門プログラムは複数 

履修することもできます。１つ目のプログラムは所属コースのものを履修しなければな 

りませんが、２つ目以降は他コースのプログラムを履修してもかまいません。 

入学者の受入れに関する方針 

（公表方法：HP「学類・コース・大学院における３つのポリシー」 

- 12 -



https://www.fukushima-u.ac.jp/undergraduate/policy/undergraduate.html） 

（概要） 

【福島大学の教育目標】 

福島大学は、正規課程および課外活動等のあらゆる機会を捉えて、自ら学び、主体的

な人生設計と職業選択を行うことのできる自立した人間の育成をめざします。 

また、東日本大震災および東京電力福島第一原子力発電所事故からの学びを活かし、

「新たな地域社会の創造」に取り組み、人口減少や高齢化、環境・資源・エネルギー問

題などの地域および世界の「21 世紀的課題」を自分事として捉え、複雑かつ困難な課題

に果敢に挑戦する人材の育成を目標に掲げます。 

そのために「問題基盤型学習」を教育理念としたカリキュラムを備え、確かな専門知

識や技術、実践的なスキル、「解のない問い」に挑む態度などを身につけます。 

 

【福島大学の求める学生像（福島大学のアドミッション・ポリシー）】 

福島大学では、以下の要件を満たす学生を募集します。なお、「求める学生像」の具体

的内容は、学類のアドミッション・ポリシー（ＡＰ）で示します。 

１．〈福島大学の教育目標〉を理解していること 

２．地域や社会の発展に貢献する志をもつこと 

３．そのために、①選択した領域の専門知識、②問題を発見し探究する力、③広い教養

と知的関心、④グローバルな視野、⑤主体的に多様な人々と協働する力、を自ら向上

させようとする意欲があること 

４．福島大学での学士課程教育を受けるにふさわしい基礎的学力、思考力・表現力・    

 コミュニケーション能力、現実の問題や学問への能動的姿勢を持っていること 

 

【入学者選抜の基本方針】 

 福島大学では、すべての学類の入学者選抜において、「知識・技能」、「思考力・判断  

力・表現力」、「主体性を持って多様な人々と協働して学ぶ態度（以下、「主体性等」）」 

の「学力の３要素」を多面的・総合的に評価します。 

 
 総合型選抜と学校推薦型選抜では、下表に記した方法で、学力の３要素を評価します。 
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１．人間発達文化学類の教育目標と求める学生像 

人間発達文化学類では、生涯にわたる発達への支援や、人間の発達を支える社会・文

化への支援を通じて、学校はもちろんのこと、行政や企業、地域社会で活躍することを

目指す意欲を持ち、卒業までに次の４つの力を身に付けたいと考える学生を受け入れま

す。 

・人間の発達を支援する教育および文化についての専門知識や技術を習得し活用する力 

 ・現代的課題や地域的課題への問題意識をもち、個々の事象を複数の観点から捉える力 

・人や文化の多様性を理解し、共感的態度をもって価値観や考え方の違いを超えた関係を

築く力 

・学問固有の問いの立て方、ものの見方・考え方を身に付け、それらを活用しつつ社会の

改善に向けて探究し表現する力  

人間発達文化学類には、教育実践、心理学・幼児教育、特別支援・生活科学、芸術・表

現、人文科学、数理自然科学、スポーツ健康科学の７つコースがあり、１年生の前期

（第１セメスター）から各コースのいずれかに所属することになります。  

 

２．入学者選抜の種類と内容 

本学類では、次の入学試験を実施します。 

  ［一般選抜・前期日程］募集人員 154 人 

  ［一般選抜・後期日程］募集人員 12 人 

  ［総合型選抜］        募集人員 20 人 

  ［学校推薦型選抜］    募集人員 74 人 

入学試験の内容は、後述の該当部分を参照ください。 

 

３．入学者選抜の際に求める知識・技能・関心 

各コースで養成する人間発達支援者は、人間に対する理解だけでなく、高校で学んだ人

文科学や社会科学、生活科学、数理科学、芸術、スポーツなどの知識・技能を基に新たな
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知識や技術を身に付けます。本学類では、以下に挙げる知識・技能・関心を有している学

生を求めます。 

(1)  高校時代までの基礎的な学力・実技能力  

(2)  得意分野に関する優れた理解・技能（以下のうち１つ以上） 

  ・得意な教科や領域の意味内容を良く理解している。 

・運動・スポーツにおける優れた技能・実績を有している。 

・音楽や美術において優れた技量を有している。 

(3)  教育・人間・文化・社会への問題意識、および人間発達支援に対する強い意志 

 

【入試に係る取組・改善状況】 

  東日本大震災、東京電力福島第一原子力発電所事故、および平成 23 年度以降におい 

 て豪雨災害等の激甚災害で被災された方の経済的負担を軽減し、被災受験者の進学機会 

 の確保を図るために、全ての入試において、検定料免除の特別措置を行っています。 

 

  
学部等名 人文社会学群 行政政策学類 

教育研究上の目的 

（公表方法：福島大学規則集 福島大学行政政策学類規程 

https://www.fukushima-u.ac.jp/reiki_int/reiki_taikei/r_taikei_01.html） 

【目的】 

法・政治・行政・社会・文化等、学際的な観点から、地域社会が直面している諸課題

を学ぶとともに、実践的な学びを得て、よりよい地域社会を作り出すために必要な「専

門知」、「実践知」を身につけ、さらに新たな「創造知」をもって、「知」の社会還元をも

たらす主体的な人材を養成することを目的とする。 

 

【各コースの目的】 

 地域政策と法コース：法学と政治学及び行政学研究の分野を中心としつつ、関連する 

           諸分野にわたって理解を深め、新しい地域づくりを担い得る人材 

           を養成する。 

 

地域社会と文化コース：社会学と社会計画学及び文化研究の分野を中心としつつ、関連 

する諸分野にわたって理解を深め、新しい地域づくりを担い得 

る人材を養成する。  

卒業又は修了の認定に関する方針 

（公表方法：HP「学類・コース・大学院における３つのポリシー」 

https://www.fukushima-u.ac.jp/undergraduate/policy/undergraduate.html） 

（概要） 

【学類ディプロマ・ポリシー】 

本学類は、地域主体の時代にふさわしい新しい地域社会づくり、及び地域社会の活性

化に貢献する人材を養成するために、「研究分野の知識」「問題探求・調査・解読能力」

「課題解決の実践力・提案力」「創造するための学際的な応用力」「表現力・コミュニケ

ーション能力」の 5 つの能力の修得を、ディプロマポリシーとします。夜間主も同じ学

類の学生として同様の能力を身につけ、職業の知識あるいは社会生活をもとにしたスキ

ルを伸ばします。 

 

Ⅰ．研究分野の知識 

法・政治・行政・社会・文化等の研究分野に関する基礎的かつ専門的知識を修得して

いる。 

Ⅱ．問題探求・調査・解読能力 

国・地域・社会が直面している諸課題を自ら発見し、調査・分析する能力を修得して
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いる。 

Ⅲ．課題解決の実践力・提案力 

発見し、調査・分析した諸課題を考察し、地域の諸主体とともに、解決のための調整

力を持って、実践的な解決を実行できる能力を身につけている。 

Ⅳ．創造するための学際的な応用力 

他者との連携のもと、社会の構成員（個・集団を問わず）の価値を尊重しつつ、相互

に暮らしやすい地域社会を作り出し、社会に貢献するため、学際的な構成力を持って、

創造的な提案ができる能力を身につけている。 

Ⅴ．表現力・コミュニケーション能力 

修得した知識、考察した結果、実践した成果や、価を第三者に効果的に伝える力を培

い、多様な主体との議論に参加できる能力を身につけている。 

【コースごとのディプロマ・ポリシー】 

［地域政策と法コース］ 

Ⅰ．法学・政治学・行政学関連の科目を履修し、「法政策」「地域行政」にかかわる知識

を多角的、総合的に身につけている。 

Ⅱ．国及び地域の課題を自ら発見し、必要な法令・判例や文献をひも解き、地域の調査

を行ったりすることによって実情を十分に把握し、読み方・調べ方・まとめ方・報

告の仕方などの基本的技術を活用することができる。 

Ⅲ．現代社会の諸課題、地域社会の問題について法学、政治学、行政学などの観点から

多角的にアプローチし、かつこれらの総合的な思考・実践を地域の諸主体とともに

見出しながら社会貢献できる。 

Ⅳ．地域社会と文化形成にかかわる関連の科目を学際的に履修して、視野を広げて深い

洞察力を身につけた上で、適切な権利意識をもって政策提言ができる。 

Ⅴ．修得した知識の活用能力、批判的・論理的思考力、課題探求力、問題解決力、表現

能力、を駆使し、その成果を的確に伝達することができる能力を備え、他者と協力

して活動できるコミュニケーション能力を修得している。 

［地域社会と文化コース］ 

Ⅰ．地域社会と文化形成にかかわる科目を総合的に履修し、知識を多角的に身につけて

いる。 

Ⅱ．地域社会や文化にかかわる諸課題を自ら発見し、地域の固有性と多様性を現地調査

によって十分に把握したり、文献や資料その他の情報源を見つけ出したりしなが

ら、自ら立てた問題に照らし解読することができる。 

Ⅲ．現代社会の諸課題、地域社会の問題や、歴史理解、多文化共生、国際交流、福祉、

環境等にかかわる問題の解明・解決の方向性を地域の諸主体とともに見出しながら

社会貢献できる。 

Ⅳ．法学・政治学・行政学など関連の科目を学際的に履修して、様々な分野の関連性を

思考しながら、積極的に新しい地域づくりを提案することができる。 

Ⅴ．修得した知識の活用能力、批判的・論理的思考力、課題探求力、問題解決力、表現

能力、を駆使し、その成果を的確に伝達することができる能力を備え、他者と協力

して活動できるコミュニケーション能力を修得している。 

教育課程の編成及び実施に関する方針 

（公表方法：HP「学類・コース・大学院における３つのポリシー」 

https://www.fukushima-u.ac.jp/undergraduate/policy/undergraduate.html） 
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（概要） 

【行政政策学類のカリキュラムポリシー】 

行政政策学類では、地域主体の時代にふさわしい新しい地域社会づくり、及び地域社

会の活性化に貢献する人材を養成するために、「研究分野の知識」「問題探究・調査・解

読能力」「問題解決の実践力・提案力」「創造するための学際的な応用力」「表現力・コミ

ュニケーション」の 5 つの能力をディプロマポリシーとして掲げています。これらの達

成に向けて、学類および各コースのカリキュラムを以下の方針で構築しています。 

【各コースに共通のカリキュラムポリシー】 

上記に掲げた能力を育成するために、「理論知」を習得するための系統的な専門教育

と、「実践知」を培う地域社会の現場における学修と、「創造知」を持って主体的な態度

を身につける学修を中核とするカリキュラムを、以下の方針で構築する。 

１．昼間に、学類共通科目・学類基礎科目・コース専門科目・演習・卒業研究からなる

専門領域の科目を設置する。夜間主に、夜間主共通科目・夜間主コース専門科目・演

習・卒業研究からなる専門領域の科目を設置する。なお、夜間主では、通信科目とし

て放送大学を活用した科目を配置する。 

２．主体的で継続的な「深い学び」を身につけるためのアクティブ・ラーニング※を、

すべての授業形態において実施する。特に演習などの少人数クラスにおいては、知識

の定着・確認を行うとともに、批判的・論理的思考力や表現能力を育成する。実習・

課題研究やコア・アクティブ科目などの問題発見や問題解決につなげる学修において

は、知識の応用・活用を図り、多様な価値観への理解能力やコミュニケーション能力

を育成する。  

※アクティブ・ラーニングとは、「教員による一方向的な講義形式の教育とは異なり、

学修者の能動的な学修への参加を取り入れた教授・学習法の総称。学修者が能動的

に学修することによって、認知的、倫理的、社会的能力、教養、知識、経験を含め

た汎用的能力の育成を図る。発見学習、問題解決学習、体験学習、調査学習等が含

まれるが、教室内でのグループ・ディスカッション、ディベート、グループ・ワー

ク等も有効なアクティブ・ラーニングの方法である。」（文部科学省中央教育審議会

資料用語集「新たな未来を築くための大学教育の質的転換に向けて～生涯学び続

け、主体的に考える力を育成する大学へ～」。平成 24 年 8 月 28 日）

３．演習は、少人数教育で実施する。昼間に、学際的に課題に取り組む問題探究セミナ

ーと関心事項を深めて学修する専門演習を設置する。夜間主に、問題探究セミナーと

関心事項を学生協働で深める協働演習を設置する。 

４．「理論知」と「実践知」を培う学修の集大成として、自らの問題意識のもとに学修成

果を「創造知」を持って結実させた卒業研究を作成する。 

【各コースに固有のカリキュラムポリシー】 

各コースの「研究分野の知識」に基づいて、コース固有の「問題発見・調査・解読能

力」「解決能力・応用能力」の修得のため、カリキュラムを以下の方針で構築する。 

《地域政策と法コース》 

法・政治行政に関わる基礎的・学際的及び専門的知識に基づき、調査能力、情報解読

能力、思考力、応用能力を育成する。 

１．国及び地域社会において生ずる社会現象に広く対処しうる能力を育成する観点か

ら、法・政治行政分野の基本的な思考方法を理解し、当該分野の学問領域を広く俯

瞰しうる基礎科目を置く。 

２．法・政治行政分野の個別課題に専門的かつ分野横断的に取り組むために、当該分

野に関する基礎科目・応用科目及び演習科目を置き、併せて現場体験を重視した科

目、また問題解決に向けた調査能力、他者と協働する力を涵養しうる科目を設置す

る。 
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３．視野を広げて深い洞察力を身につけさせるために、「地域政策と法」コースが開

講する科目のみならず、広く学際的に履修できるカリキュラム構成とする。 

《地域社会と文化コース》 

地域・社会・文化研究に関わる基礎的・学際的及び専門的知識に基づき、調査能力、

情報解読能力、思考力、応用能力を育成する。 

１．地域社会の特性・諸課題の現状把握や情報解析、現代社会の諸問題、歴史、異文

化、国際交流に関わる複雑かつ多様な問題について、知見を広め、考察するために

必要な能力の育成をはかる基礎科目を置く。 

２．地域・社会・文化研究の個別課題に専門的かつ分野横断的に取り組み、「社会計

画」「社会学」「地域文化」「比較文化」の４つの分野が学べるように、当該分野に関

わる基礎科目・応用的科目及び演習科目を置き、併せて個別課題に専門的に取り組

むための実習科目、また問題解決に向けた調査能力、他者と協働する力を涵養しう

る科目を開講する。 

３．視野を広げて深い洞察力を身につけさせるために、「地域社会と文化」コース  

が開講する科目のみならず、広く学際的に履修できるカリキュラム構成とする。 

入学者の受入れに関する方針 

（公表方法：HP「学類・コース・大学院における３つのポリシー」 

https://www.fukushima-u.ac.jp/undergraduate/policy/undergraduate.html） 

（概要） 

【福島大学の教育目標】 

福島大学は、正規課程および課外活動等のあらゆる機会を捉えて、自ら学び、主体的

な人生設計と職業選択を行うことのできる自立した人間の育成をめざします。 

また、東日本大震災および東京電力福島第一原子力発電所事故からの学びを活かし、

「新たな地域社会の創造」に取り組み、人口減少や高齢化、環境・資源・エネルギー問

題などの地域および世界の「21 世紀的課題」を自分事として捉え、複雑かつ困難な課題

に果敢に挑戦する人材の育成を目標に掲げます。 

そのために「問題基盤型学習」を教育理念としたカリキュラムを備え、確かな専門知

識や技術、実践的なスキル、「解のない問い」に挑む態度などを身につけます。 

【福島大学の求める学生像（福島大学のアドミッション・ポリシー）】 

福島大学では、以下の要件を満たす学生を募集します。なお、「求める学生像」の具体

的内容は、学類のアドミッション・ポリシー（ＡＰ）で示します。 

１．〈福島大学の教育目標〉を理解していること 

２．地域や社会の発展に貢献する志をもつこと 

３．そのために、①選択した領域の専門知識、②問題を発見し探究する力、③広い教 

養と知的関心、④グローバルな視野、⑤主体的に多様な人々と協働する力、を自ら 

向上させようとする意欲があること 

４．福島大学での学士課程教育を受けるにふさわしい基礎的学力、思考力・表現力・  

コミュニケーション能力、現実の問題や学問への能動的姿勢を持っていること

【入学者選抜の基本方針】 

 福島大学では、すべての学類の入学者選抜において、「知識・技能」、「思考力・判断 

力・表現力」、「主体性を持って多様な人々と協働して学ぶ態度（以下、「主体性等」）」 

の「学力の３要素」を多面的・総合的に評価します。 
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 総合型選抜と学校推薦型選抜では、下表に記した方法で、学力の３要素を評価します。 

 
 

 

１．行政政策学類の教育目標と求める学生像 

行政政策学類では、21  世紀の地域社会が直面している諸課題について、広く学際的

な観点から学び、より暮らしやすい健康で文化的な地域社会を作り出すために、卒業ま

でに次の５つの力を身に付けたいと考える学生を受け入れます。特に夜間主は、働きな

がら学ぶ人、様々な社会経験をもとに学びたいと考える人を対象とします。 

・法・地域・行政・社会・文化等の研究分野に関する基礎的かつ専門的知識  

・国・地域・社会における諸問題を自ら発見し、調査・分析する能力 
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・発見し、調査・分析した諸課題につき、解決する能力 

・学際的な創造力で社会に貢献する応用的能力 

・修得した知識・考察した結果を発表し、議論する能力 

行政政策学類には、「地域政策と法コース」「地域社会と文化コース」の２コースがあ

り、２年生の前期（第３セメスター）からいずれかのコースに所属することになります。  

 

２．入学試験の種類と内容 

本学類では、次の入学試験を実施します。 

［昼間の一般選抜・前期日程］募集人員 108 人 

入学試験の内容は、後述の該当部分を参照ください。 

［昼間の一般選抜・後期日程］募集人員 35 人 

入学試験の内容は、後述の該当部分を参照ください。 

［昼間の学校推薦型選抜］募集人員 42 人 

調査書（全体の学習成績の状況（評定平均値）4.3 以上）、志願理由書（「法・地域・

行政・社会・文化について関心がある者」）提出を推薦要件とし、個別学力検査（小論文）

と面接によって実施。 

［夜間主の総合型選抜］募集人員 20 人 

志願理由書に基づいた口頭試問によって実施。 

 

３．入学者選抜の際に求める知識・技能・関心 

21 世紀の地域社会が直面している諸課題について、広く学際的な観点から学び、より

暮らしやすい健康で文化的な地域社会を作り出すための能力を大学において身に付け

るために、以下に挙げる基礎的な知識・技能・関心を有している学生を求めます。 

(1)  高校時代までの基礎的な学力（以下のうち１つ以上） 

・国語、地歴公民、理科、数学、外国語、情報について、修学に必要な知識を有して

いる。 

・上記科目のうち、いずれか３科目について、優れた知識を有している。 

(2)  現代社会や地域の諸課題に関する理解力・思考力・分析統合力・表現力（以下

のうち１つ以上） 

・読書や論理的な文章を書く習慣に基づく長文の読解力 

・政治、経済、社会的な問題などに関心を持ち、深く考察する態度 

・意見交換によって解決策を考えだすための発言力あるいは論点整理力 

 

【入試に係る取組・改善状況】 

  東日本大震災、東京電力福島第一原子力発電所事故、および平成 23 年度以降におい 

 て豪雨災害等の激甚災害で被災された方の経済的負担を軽減し、被災受験者の進学機会  

 の確保を図るために、全ての入試において、検定料免除の特別措置を行っています。 

 

 
学部等名 人文社会学群 経済経営学類 

教育研究上の目的 

（公表方法：福島大学規則集 福島大学経済経営学類規程 

https://www.fukushima-u.ac.jp/reiki_int/reiki_taikei/r_taikei_01.html） 

（概要） 

【目的】 

経済と経営の専門知識を身につけ、現代の経済社会を理解し、課題解決に実践的に取

り組む人材を養成することを目的とする。 

 

【各コースの目的】 

経済学コース：広い視野に立って学識を授け、現代の経済社会を理解し、経済の理論と

- 20 -



応用に関わる基礎的・専門的な知識及び能力を身に付けた人材を養成する。 

 

 経営学コース：広い視野に立って学識を授け、現代の経済社会を理解し、経営及び会計 

に関わる基礎的・専門的な知識及び能力を身に付けた人材を養成する。 

卒業又は修了の認定に関する方針 

（公表方法：HP「学類・コース・大学院における３つのポリシー」 

https://www.fukushima-u.ac.jp/undergraduate/policy/undergraduate.html） 

（概要） 

【学類ディプロマ・ポリシー】 

本学類は、現代社会で起こっている様々な問題に関心をもち、それらを経済学と経営

学の視点でとらえる能力をもつことによって、社会において実践できる人材を養成す

る。そのため以下の５つの能力をディプロマ・ポリシーとして提示する。 

 

１．経済学と経営学の専門知識 

・各コースが掲げる専門的力量を身につけている。 

・それを応用して課題を発見、分析し解決に取り組むことができる。 

２．エビデンスにもとづいて論理的に思考する力 

・量的、質的なデータを適切に収集し、エビデンスにもとづいて分析することが 

できる。 

・論理的に思考し、多面的かつ柔軟な考察を展開できる。 

３．フィールドを通じて社会の課題に主体的に取り組む力 

・様々なフィールドを通じて、社会の課題に主体的、実践的に取り組むことが 

できる。 

４．グローバルに思考し実践に進む力 

・調査研究やコミュニケーションのために実用的な語学力を身につけている。 

・海外や地域の課題解決に向けて、対象を適切に調査し、実践的に関わることが 

できる。 

５．キャリアを見据え自立し協働する力 

・人間的な働き方と暮らし方を志向しながら、社会的、倫理的な観点から自らを 

律するとともに目標設計を主体的に行うことができる。 

・相手の立場と意見をふまえながら、自分の意見を述べ、討論し、文章で表現 

できるようなコミュニケーション能力を通じて、他者と共存し協働できる。 

教育課程の編成及び実施に関する方針 

（公表方法：HP「学類・コース・大学院における３つのポリシー」 

https://www.fukushima-u.ac.jp/undergraduate/policy/undergraduate.html） 

（概要） 

【経済経営学類のカリキュラム・ポリシー】 

経済経営学類では、経済と経営の専門知識を身につけ、現代の経済社会を理解し、課

題解決に実践的に取り組む人材を養成する。これにしたがって、本学類のディプロマ・

ポリシーでは、1．経済学と経営学の専門知識、 2．エビデンスにもとづき論理的に思考

する力、 3．フィールドを通じて社会の課題に主体的に取り組む力、 4．グローバルに

思考し実践に進む力、 5．キャリアを見据えて自立し協働する力の５つを掲げる。これ

らの達成に向けて、以下の方針でカリキュラムを構築している。 

 

１．経済学、経営学分野の専門知識を習得させるため、専門教育を系統的に編成する。 

ⅰ．第１〜３セメスターにおける、経済学・経営学分野の基礎基本に関する一連のリテ

ラシー科目群 

ⅱ．第４セメスター以降における、コースごとの系統的編成による専門教育 

ⅲ．より高度な学習を可能にするアドバンスト科目群（大学院科目など） 

ⅳ．４年間を通じた演習形式での小集団教育 

ⅴ．必修の卒業研究  
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２．エビデンスにもとづいて論理的に思考する力を養成する。 

ⅰ．リテラシー科目から卒業研究に至る科目編成を通じて、論理的思考力を育成する。 

ⅱ．データを適切に収集し客観的に分析する力を養成するための調査法とデータ分析

手法に関する科目群（調査・分析スキルズ） 

 

３．フィールドを通じて社会の課題に主体的に取り組む力を養成する。 

ⅰ．課題解決に向けて主体的に取り組む力を養成する、演習形式の実践的科目群 

ⅱ．企業・各種団体など様々な外部組織と大学が協同運営する「コーオプ演習」 

および「連携講義」 

 

４．社会のグローバルな要請に対応するための実践的な教育を展開する。 

ⅰ．幅広い世界認識と多文化理解、外国語能力の重点的向上を目指す特別な学習プログ

ラム、海外での学習を組み入れた実践的科目群 

ⅱ．グローバルな課題に取り組む思考力と実践力を身につけるための、座学とフィール

ドワークの連結 

ⅲ．ローカルな課題に取り組む思考力と実践力を身につけるための、座学とフィール

ドワークの連結 

 

５．キャリアを見据え自立し協働する力を養成する。 

ⅰ．労働と生活にかかわる制度や状況を整理し、これからの働き方と暮らし方を示す

科目群 

ⅱ．幅広い教養と自己認識を深め、コミュニケーション能力を高めることによって、

自立する力、協働する力を養成 

 

６．アドバイザー教員による履修計画及び学生生活全般に係る助言指導体制をおく。 

入学者の受入れに関する方針 

（公表方法：HP「学類・コース・大学院における３つのポリシー」 

https://www.fukushima-u.ac.jp/undergraduate/policy/undergraduate.html） 

（概要） 

【福島大学の教育目標】 

福島大学は、正規課程および課外活動等のあらゆる機会を捉えて、自ら学び、主体的

な人生設計と職業選択を行うことのできる自立した人間の育成をめざします。 

また、東日本大震災および東京電力福島第一原子力発電所事故からの学びを活かし、

「新たな地域社会の創造」に取り組み、人口減少や高齢化、環境・資源・エネルギー問

題などの地域および世界の「21 世紀的課題」を自分事として捉え、複雑かつ困難な課題

に果敢に挑戦する人材の育成を目標に掲げます。 

そのために「問題基盤型学習」を教育理念としたカリキュラムを備え、確かな専門知

識や技術、実践的なスキル、「解のない問い」に挑む態度などを身につけます。 

 

【福島大学の求める学生像（福島大学のアドミッション・ポリシー）】 

福島大学では、以下の要件を満たす学生を募集します。なお、「求める学生像」の具体

的内容は、学類のアドミッション・ポリシー（ＡＰ）で示します。 

１．〈福島大学の教育目標〉を理解していること 

２．地域や社会の発展に貢献する志をもつこと 

３．そのために、①選択した領域の専門知識、②問題を発見し探究する力、③広い教 

養と知的関心、④グローバルな視野、⑤主体的に多様な人々と協働する力、を自ら 

向上させようとする意欲があること 

４．福島大学での学士課程教育を受けるにふさわしい基礎的学力、思考力・表現力・    

 コミュニケーション能力、現実の問題や学問への能動的姿勢を持っていること 
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【入学者選抜の基本方針】 

 福島大学では、すべての学類の入学者選抜において、「知識・技能」、「思考力・判断  

力・表現力」、「主体性を持って多様な人々と協働して学ぶ態度（以下、「主体性等」）」 

の「学力の３要素」を多面的・総合的に評価します。 

 
 総合型選抜と学校推薦型選抜では、下表に記した方法で、学力の３要素を評価します。 

 
 

 

１．経済経営学類の教育目標と求める学生像 

経済経営学類では、経済と経営の専門知識を身に付け、現代の経済社会を理解し、課

題解決に実践的に取り組む人材を養成することを目標とし、卒業までに次の知識および
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能力を身に付けたいと考える学生を受け入れます。 

・経済学と経営学の専門知識 

・エビデンスにもとづいて論理的に思考する力 

・フィールドを通じて社会の課題に主体的に取り組む力 

・グローバルに思考し実践に進む力 

・キャリアを見据え自立し協働する力 

経済経営学類には、「経済学コース」「経営学コース」の２コースがあり、２年生の後

期（第４セメスター）からいずれかのコースに所属することになります。 

 

２．入学試験の種類と内容 

本学類では、次の入学試験を実施します。 

［一般選抜・前期日程］ 募集人員 114 人 

［一般選抜・後期日程］ 募集人員 40 人 

［総合型選抜］ 募集人員 11 人 

［学校推薦型選抜・A 推薦］   募集人員 25 人  

［学校推薦型選抜・B 推薦］   募集人員 25 人 

［私費外国人留学生選抜］ 募集人員 5 人 

 入学試験の内容は、後述の該当部分を参照ください。 

 

３．入学者選抜の際に求める知識・技能・関心 

現代社会で起こっている様々な問題を経済・経営の視点でとらえる能力と、社会での

実践力を大学において身につけるために、以下に挙げる基礎的な知識・技能・関心を有

している学生を求めます。 

(1)  高校時代までの基礎的な学力 

 ：国語、地歴公民、理科、数学、外国語、情報について、修学に必要な知識を有 

している。 

(2)  読解力・思考力・知識活用力・表現力 

(3)  現代社会で起こっている様々な問題に対する関心・意識と勉学意欲 

(4)  得意分野に関する優れた学力・実績（学校推薦型選抜に該当） 

：学校推薦型選抜では、上記の(1)・(2)・(3) に加え、以下の点を評価します。 

・学校推薦型選抜（以下のうち 1 つ以上） 

Ａ推薦：英語等の外国語に関する優れた知識、ないし関連資格を有している。  

Ｂ推薦：簿記に関連する優れた知識、ないし関連資格を有している。 

 

【入試に係る取組・改善状況】 

  東日本大震災、東京電力福島第一原子力発電所事故、および平成 23 年度以降におい 

 て豪雨災害等の激甚災害で被災された方の経済的負担を軽減し、被災受験者の進学機会 

 の確保を図るために、全ての入試において、検定料免除の特別措置を行っています。 

 

 
学部等名 理工学群 共生システム理工学類 

教育研究上の目的 

（公表方法：福島大学規則集 福島大学共生システム理工学類規程 

https://www.fukushima-u.ac.jp/reiki_int/reiki_taikei/r_taikei_01.html） 

（概要） 

【目的】 

本学類は共生システムの名の下に、人・産業・環境が共生する社会を構築するために

必要な学問を総合的・実践的に学ばせ、21 世紀の社会が抱える諸課題の解決に貢献でき

る知識・技能と現場応用力を備えた理工系人材を養成する。 
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【各コースの目的】 

情報理工学コース：ネットワークやデータベース、人工知能など情報科学のコア知識と

ソフトウェア開発スキルに加えて、モデリングや分析を支える数学スキル、社会実装

に必要な経営工学的視野を備え、実践力を有した情報人材を養成する 。 

 

メカトロニクスコース：人々の生活を豊かにする新たな「技術」や「システム」の創出

を担うために必要となる、ものごとの基礎的理解から分析・設計・シミュレーション・

実装・検証までの能力を有する研究者・開発者を養成する。 

 

分子デザイン科学コース：高機能・高付加価値で環境負荷の少ない新たな物質・材料を

創製することができ、また、省エネ・創エネ・蓄エネの技術を開発できるなど、様々

な専門技術者を養成する。 

 

環境システムコース：世界や地域の自然災害の予測や防災、環境や生物の保全、持続可

能な社会の構築に関して、実践的かつ技術的に対応できる人材またはその教育・普及

に専門的に携わることのできる人材を養成する。 

卒業又は修了の認定に関する方針 

（公表方法：HP「学類・コース・大学院における３つのポリシー」 

https://www.fukushima-u.ac.jp/undergraduate/policy/undergraduate.html） 

（概要） 

【ディプロマ・ポリシー（学位授与の方針）】 

本学類は、基礎的な理工学的知識を習得し、自ら専門性を高め、よりよい社会の構築

に向けて専門性を活用できる理工系人材を養成するため、「専門力」「決定力」「実践力」

「貢献力」の四つの能力の観点からディプロマ・ポリシーを定めます。 

 

Ⅰ.幅広い理工学的基礎知識と確かな専門性 

理工学的基礎知識を幅広く有し、文系理系の枠を超えた幅広い領域への関心を有し

た上で、自ら選択した専門領域において自主的・継続的な学習を行ない、確かな専門

性を身につけたこと。 

 

Ⅱ.論理的で的確な立案力と決定力 

自らの主張を論理的に表現でき、立場の違う相手を理解し尊重する姿勢を持ち、冷

静な討議を行ない、現状を的確に把握した上で立案し、決定する能力を有すること。 

 

Ⅲ. 学際的・国際的に実践する力 

専門領域や国を越えて情報発信及び交流する能力を有し、課題の解決に向けて自ら

の専門性を活かすと共に、様々な人と協同して行動できること。 

 

Ⅳ.積極的かつ持続的な貢献意識 

地域の課題から国際的な課題まで現実の課題に貢献し続ける熱意を持ち、倫理的な 

行動を選択する姿勢を持ち、困難に直面しても挫けない心を持つこと。 

教育課程の編成及び実施に関する方針 

（公表方法：HP「学類・コース・大学院における３つのポリシー」 

https://www.fukushima-u.ac.jp/undergraduate/policy/undergraduate.html） 

（概要） 

【カリキュラム・ポリシー(教育課程の編制方針)】 

共生システム理工学類では、「専門力」「決定力」「実践力」「貢献力」を養うため、

1 年次には基盤教育と併せて学類共通領域科目を履修させ、2 年次よりコースを選択さ

せてコース領域科目を履修させます。3 年次後期に研究室に配属し、必修として演習と

卒業研究を履修させます。卒業研究により、専門性を確かなものとし、立案決定力や実

践力を養成します。学問領域や文系理系の枠を超えた幅広い自由な学びを保障するた
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め、自由選択領域を設けます。 

 

Ⅰ.専門力を養うカリキュラム 

1 年次に数学、物理学、化学、生物学、地球科学、プログラミング等の理工系の基

礎科目を配置するとともに、「共生の科学」などの科目で諸課題を学際的・システム

的に捉える力を養成します。2 年次より専門領域を意識したコースを選択させます。

各コースでは、それぞれの専門領域に関する専門的な科目を積み上げると共に、現代

社会の諸課題を多面的に見つめるための科目を設定し、幅広さと専門性を両立させる

カリキュラムを構成します。研究倫理・技術者倫理などを養成するために、3 年次に

も「共生の科学」を配置します。 

 

Ⅱ.決定力を養うカリキュラム 

1 年次の基盤教育から卒業研究発表まで、多くのプレゼンテーションの場を用意し、

表現力および情報発信能力を養成します。各種の実践科目ではグループワーク・グル

ープ討議により、討議を行なう力を養成します。必修である卒業研究では、自ら設定

した課題に対して解決する手法を立案して実践するような指導を行ない、専門性を向

上させ立案決定力を養成します。 

 

Ⅲ.実践力を養うカリキュラム 

課題解決を志向した講義科目や実践科目を各コースに配置し、社会での実践の必要

性を伝えます。国際経験豊かな教員による講義や演習を中心に、グローバルな視点を

伝授します。各コースで行なう実践科目により、講義で得た知識を体験により習熟さ

せるとともに、自主的・主体的に実践する力を養います。 

 

Ⅳ.貢献力を養うカリキュラム 

「共生の科学」を始めとする様々な科目で社会に貢献することの重要性を伝えま

す。各コースに「問題探究セミナーⅡ」を設け、課題解決に向けて貢献する力を養成

します。地域に密着した大学として、震災からの復興・過疎化や少子高齢化への対応・

産業の育成などに貢献している研究室が多数あり、地域の諸団体との交流も盛んで

す。学生がこれらの活動に直接的・間接的に関与することにより、地域課題に貢献す

る意欲と力が養成されます。 

入学者の受入れに関する方針 

（公表方法：HP「学類・コース・大学院における３つのポリシー」 

https://www.fukushima-u.ac.jp/undergraduate/policy/undergraduate.html） 

（概要） 

【福島大学の教育目標】 

福島大学は、正規課程および課外活動等のあらゆる機会を捉えて、自ら学び、主体的

な人生設計と職業選択を行うことのできる自立した人間の育成をめざします。 

また、東日本大震災および東京電力福島第一原子力発電所事故からの学びを活かし、

「新たな地域社会の創造」に取り組み、人口減少や高齢化、環境・資源・エネルギー問

題などの地域および世界の「21 世紀的課題」を自分事として捉え、複雑かつ困難な課題

に果敢に挑戦する人材の育成を目標に掲げます。 

そのために「問題基盤型学習」を教育理念としたカリキュラムを備え、確かな専門知

識や技術、実践的なスキル、「解のない問い」に挑む態度などを身につけます。 

 

【福島大学の求める学生像（福島大学のアドミッション・ポリシー）】 

福島大学では、以下の要件を満たす学生を募集します。なお、「求める学生像」の具体

的内容は、学類のアドミッション・ポリシー（ＡＰ）で示します。 

１．〈福島大学の教育目標〉を理解していること 

２．地域や社会の発展に貢献する志をもつこと 

３．そのために、①選択した領域の専門知識、②問題を発見し探究する力、③広い教 
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養と知的関心、④グローバルな視野、⑤主体的に多様な人々と協働する力、を自ら 

向上させようとする意欲があること 

４．福島大学での学士課程教育を受けるにふさわしい基礎的学力、思考力・表現力・    

 コミュニケーション能力、現実の問題や学問への能動的姿勢を持っていること 

 

【入学者選抜の基本方針】 

 福島大学では、すべての学類の入学者選抜において、「知識・技能」、「思考力・判断 

力・表現力」、「主体性を持って多様な人々と協働して学ぶ態度（以下、「主体性等」）」 

の「学力の３要素」を多面的・総合的に評価します。 

 
 総合型選抜と学校推薦型選抜では、下表に記した方法で、学力の３要素を評価します。 
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１．共生システム理工学類の教育目標と求める学生像 

共生システム理工学類では、共生システムの名の下に、人・産業・環境が共生する社

会を構築するために必要な学問を総合的・実践的に学び、21 世紀の社会が抱える諸課題

の解決に貢献できる知識・技能と現場応用力を備えた理工系人材を養成することを教育

目標に掲げています。共生を科学する新しい教育・研究システムの下で、卒業までに次

の４点を身に付けたいと考える学生を受け入れます。 

・幅広い理工学的基礎知識と確かな専門性

・論理的で的確な立案力と決定力

・学際的・国際的に実践する力

・積極的かつ持続的な貢献意識

共生システム理工学類では、１年生で数学、物理学、化学、生物学、地球科学、プロ

グラミング等の理工系の基礎科目を学ぶとともに、「共生の科学」などの科目で諸課題を

学際的・システム的に捉える力を養います。２年生の前期（第３セメスター）から専門

領域名を冠した４つのコース*の中から１つを選択して専門領域を深く学び、３年生の

後期（第６セメスター）からは研究室に配属されて、演習や卒業研究を行います。 

*４コース：情報理工学コース、メカトロニクスコース、分子デザイン科学コース、

環境システムコース 

２．入学試験の種類と内容 

本学類では、次の入学試験を実施します。 

[一般選抜・前期日程] 募集人員 １０２人 

[一般選抜・後期日程] 募集人員 ５０人 

[総合型選抜・一般枠] 募集人員 ２４人 

[総合型選抜・理系教育女性人材育成枠] 募集人員 ８人 

[学校推薦型選抜] 募集人員 １６人 

[私費外国人留学生選抜] 募集人員 若干名 

入学試験の内容は、後述の該当部分を参照してください。 

３．入学者選抜の際に求める知識・技能・関心 

本学類で学び成長するために、以下に掲げる力を有している学生を求めます。 

(1) 高校までに身につけるべき基礎学力

(2) 理系科目における柔軟な思考力と応用力

(3) 自然現象や様々な課題を観察し分析する力

(4) 観察し分析した結果や自らの考えを表現する力

【入試に係る取組・改善状況】 

  東日本大震災、東京電力福島第一原子力発電所事故、および平成 23 年度以降におい 

て豪雨災害等の激甚災害で被災された方の経済的負担を軽減し、被災受験者の進学機会 

の確保を図るために、全ての入試において、検定料免除の特別措置を行っています。 

学部等名 農学群 食農学類 

教育研究上の目的 

（公表方法： 福島大学規則集 福島大学食農学類規程 

https://www.fukushima-u.ac.jp/reiki_int/reiki_taikei/r_taikei_01.html） 
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（概要） 

【目的】 

日本やモンスーンアジア等の農林業と食生活を深く理解し、よりよい社会の創造に向

けて農学の専門性を活用し、新たなフードシステムの創出に貢献できる人材を養成する

ことを目的とする。 

 

【各コースの目的】 

食品科学コース：食品の栄養素や機能分析、安全性やおいしさに優れた食品の製造、発

酵・醸造による地域の伝統食製造に関わる専門知識と技能を身に付け、関連諸課題に

積極的に取り組む人材を養成する。 

 

農業生産学コース：作物生産、食料生産、栽培資源利活用、栽培環境などの農業生産、

安全で付加価値の高い作物生産に関わる専門知識と技能を身に付け、関連諸課題に積

極的に取り組む人材を養成する。 

 

 生産環境学コース：農林業を支える森林・農地・水環境等の生産資源、ならびに農業土

木や農業機械といった生産活動を管理・運用するシステムに関わる専門知識と技能を

身に付け、関連諸課題に積極的に取り組む人材を養成する。 

 

 農業経営学コース：食料の生産から加工・流通を経て消費に至るフードシステムにおけ 

る経済活動、および農村社会や地域づくりに関わる専門知識と技能を身に付け、関連 

諸課題に積極的に取り組む人材を養成する。 

卒業又は修了の認定に関する方針 

（公表方法：HP「学類・コース・大学院における３つのポリシー」 

https://www.fukushima-u.ac.jp/undergraduate/policy/undergraduate.html） 

（概要） 

【学類ディプロマ・ポリシー】 

本学類は、日本やモンスーンアジア等の農林業と食生活を深く理解し、よりよい社会

の創造に向けて農学の専門性を活用できる人材を養成するため、「実践性」「学際性」

「国際性」「貢献性」の四つの能力の観点からディプロマ・ポリシーを定める。 

 

I.  課題解決志向と実践的な専門知識 

本来の農学は課題解決への貢献を第一義とする学問として発展してきた。このよう

な特性を有する農学から学んだ専門的な知識・技能の価値について、関連産業や地域

社会の具体的な取り組みとの関わりにおいて認識できること。 

Ⅱ.  学際的な理解力とコミュニケーション能力 

自然資源に依存する衣食住の供給システムは地域環境・農林業・製造業・流通業等

の連鎖として機能している。連鎖の各領域に専門化した農学を学びながらも、領域を

超えた学際的な理解力と発信力を培うことで、連鎖総体のレベルアップを常に意識で

きること。 

Ⅲ.  国際的な問題意識とグローバルな知見の応用力 

立地特性の強い農林業や食品産業にも、地域や国を超えた共通の要素が含まれてい

る。グローバルに認知された科学的知見を応用する手法を学ぶとともに、地域固有の

課題の解決に向けた国際比較や国際交流に挑戦できること。 

Ⅳ.  冷静な分析力と持続的な地域貢献意識 

震災・原発事故からの復興に深く関わる本学類の農学教育は、歴史的・国際的にも

類例のない取り組みである。科学的なエビデンスと論理性を大切にする冷静な分析力

を身に付けるとともに、長期の時間視野から地域貢献の意義を理解できること。 

 

【履修コースごとのディプロマ・ポリシー】 

［食品科学コース］ 
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食品の栄養素や機能の分析について、専門的な知識と実験手法を身に付けている。

安全性やおいしさ等に優れた食品の製造について、専門的な知識・技能を修得すると

ともに、新製品への挑戦に寄与できるレベルの経験を積んでいる。発酵・醸造学など

を学び、地域の食の伝統的な強みを活かす筋道を具体的に理解している。 

 

［農業生産学コース］ 

育種学・栽培学などの作物学の専門的な知識・技能を修得し、地域の強みである果

樹・園芸等の特性についても理解している。病害虫管理や土壌肥料の原理を学ぶこと

により、作物の生産性向上や環境保全型農業拡大の基本課題を認識している。安全で

付加価値の高い作物の生産に向けた取り組みのポイントも理解している。 

 

［生産環境学コース］ 

農林業を支える生産環境（森林・農地・水利施設など）の実態を把握し、その管理・

活用システムを科学的・体系的に理解することで、生産環境の修復や改善をめぐる実

践的な課題に取り組むこともできる。ICT 等を用いて資源の効率的な利活用を実現す

る最先端の農業技術の原理を理解している。 

 

［農業経営学コース］ 

農林業や食品産業の経済活動について、モノと情報の連鎖を分析する知識と方法論 

を身に付けている。具体的な事例に学ぶことで、農商工連携等の新潮流のポイントを 

理解している。協同組合の存在意義や共有地的な資源の持続性について多角的な議論 

を積み重ねており、単純な市場経済を超えた領域にも貢献することができる。 

教育課程の編成及び実施に関する方針 

（公表方法：HP「学類・コース・大学院における３つのポリシー」 

https://www.fukushima-u.ac.jp/undergraduate/policy/undergraduate.html） 

（概要） 

【カリキュラム・ポリシー（教育課程の編成方針）】 

食農学類では、「実践性」「学際性」「国際性」「貢献性」の観点からディプロマ・

ポリシーを定めており、その達成に相応しいカリキュラムを以下の方針で編成していま

す。 

 

【履修コース共通のカリキュラム・ポリシー】 

Ⅰ.  実践性を重んじるカリキュラム 

カリキュラムでは各科目の専門性を十分に確保すると同時に、それが農林業・食品

産業・地域社会の具体的な課題と結びついていることを、学習の初期段階から伝えな

ければならない。この点を考慮し、本学の科目カテゴリー「問題探究領域」の一環で

はあるが、他学類より半年間前倒しをして、農学フィールド基礎実習を 1 年次の前期・

後期に配置する。これは動植物に直接触れる機会を早期に提供することで、実践的な

農学への高い意欲の醸成と持続を図るためでもある。 

Ⅱ.  学際性を重んじるカリキュラム 

農学には地域環境・農林業・製造業・流通業等の連鎖に対応した多彩な専門領域が

あり、作物生産自体の高位安定化にも多くの専門領域が関与している。いずれも異な

る専門領域によるチームワークの水準が全体の成果を左右する。この点を考慮し、1

年次からの「農学リテラシー」の科目群には学際性を重視したオムニバス講義や理解

しやすい入門的・概論的な講義を配置する。また、IV に記載の農学実践型教育を異な

る履修コースの複数教員が担当する点も、学際的な理解力と発信力の涵養に配慮して

いる。 

Ⅲ.  国際性を重んじるカリキュラム 

農学の最新の科学的知見はグローバルに共有されている。履修コース別の専門科目

では最新の知見を丁寧に解説するとともに、国際経験豊かな教員による講義や演習を

中心に、農林業や食品産業の国による特質を具体的に伝授する。グローバルな問題意
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識の涵養には、地域の個性的な食品や伝統的な慣習の背後にある国境を越えた普遍的

な要素を学ぶことも大切である。科目を例示すれば、自然科学領域では地域の名品を

支える発酵・醸造学があり、社会科学領域では共有資源管理の論理を学ぶ農林資源経

済論がある。食農学類の教育は直接・間接に震災・原発事故からの復興の取り組みと

つながっている。復興の歩みが国境を越えて語り継がれる挑戦であることも、本学な

らではの国際感覚として学生と教職員に共有されることになる。 

Ⅳ.  貢献性を重んじるカリキュラム 

震災・原発事故からの復興の歩みの中から、あるいは技術・経営の革新的要素の普

及の中から、各地で農林業・食品産業・地域社会の新たな潮流が生まれている。こう

した流れの先導者もしくは後押し役として、本学類にも多くの期待が寄せられてい

る。この点をカリキュラム編制に反映したのが、2 年次前期と 3 年次に開講する履修

コース横断型の農学実践型教育である。本学の教育理念である「問題基盤型学習

（Problem-Based  Learning）」の具体化でもある。課題の特定から解決策の提案に

至るまで、現場との密接な交流を通じた学びの機会を提供する。市町村・農林業関係

団体・関連企業等との連携により、7 か所程度のフィールドが対象となる。 

 

【履修コース別のカリキュラム・ポリシー】 

［食品科学コース］ 

機能分析や新製品開発などに関する食品科学の知識・技能を修得し、地域の食の伝統

的な強みを活かす応用力を身に付けるための科目を配置する。主要科目を食品機能系

（食品機能学 I・Ⅱ、食品分析学、食品素材科学）、食品加工系（食品加工学 I・Ⅱ、食

品保蔵学）、発酵・醸造系（発酵・醸造学 I・Ⅱ）、食品安全学とする。 

 

［農業生産学コース］ 

果樹・園芸等を含めて作物学の知識・技能を修得し、病害虫や植物栄養に関する専門

知識と応用力を身に付けるための科目を配置する。主要科目を作物系（作物育種学、稲

作学、環境保全型農業論）、園芸系（蔬菜・花き園芸学、果樹園芸学）、病害虫管理系

（応用昆虫学、植物病理学）、土壌肥料系（土壌科学、植物栄養学）、飼料資源学とす

る。 

 

［生産環境学コース］ 

農林業を支える生産環境の実態と利用システムに関する知識・技能を修得し、最先端

の農業技術を理解・活用するための科目を配置する。主要科目を森林系（森林科学、森

林育成学、森林保護学、森林利用学）、農業環境系（里山管理論、農村計画学、水資源

利用学、土壌物理学）、農業機械系（農業リモートセンシング、スマート農業論）とす

る。 

 

［農業経営学コース］ 

  農林業や食品産業の行動を社会科学の観点から分析する知識・技能を修得し、ビジネ 

 スの新潮流や協同組合・共有資源等を深く理解するための科目を配置する。主要科目を 

 地域農業系（農業経営学、協同組合論）、流通系（食品マーケティング論、フードシス 

 テム論、農産物流通論）、農業経済系（農業経済学、食料・農業政策学、農林資源経済

論）と 

する。 

入学者の受入れに関する方針 

（公表方法：HP「学類・コース・大学院における３つのポリシー」 

https://www.fukushima-u.ac.jp/undergraduate/policy/undergraduate.html） 
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（概要） 

【福島大学の教育目標】 

福島大学は、正規課程および課外活動等のあらゆる機会を捉えて、自ら学び、主体的

な人生設計と職業選択を行うことのできる自立した人間の育成をめざします。 

また、東日本大震災および東京電力福島第一原子力発電所事故からの学びを活かし、

「新たな地域社会の創造」に取り組み、人口減少や高齢化、環境・資源・エネルギー問

題などの地域および世界の「21 世紀的課題」を自分事として捉え、複雑かつ困難な課題

に果敢に挑戦する人材の育成を目標に掲げます。 

そのために「問題基盤型学習」を教育理念としたカリキュラムを備え、確かな専門知

識や技術、実践的なスキル、「解のない問い」に挑む態度などを身につけます。 

 

【福島大学の求める学生像（福島大学のアドミッション・ポリシー）】 

福島大学では、以下の要件を満たす学生を募集します。なお、「求める学生像」の具体

的内容は、学類のアドミッション・ポリシー（ＡＰ）で示します。 

１．〈福島大学の教育目標〉を理解していること 

２．地域や社会の発展に貢献する志をもつこと 

３．そのために、①選択した領域の専門知識、②問題を発見し探究する力、③広い教 

養と知的関心、④グローバルな視野、⑤主体的に多様な人々と協働する力、を自ら 

向上させようとする意欲があること 

４．福島大学での学士課程教育を受けるにふさわしい基礎的学力、思考力・表現力・    

 コミュニケーション能力、現実の問題や学問への能動的姿勢を持っていること 

 

【入学者選抜の基本方針】 

 福島大学では、すべての学類の入学者選抜において、「知識・技能」、「思考力・判断 

力・表現力」、「主体性を持って多様な人々と協働して学ぶ態度（以下、「主体性等」）」 

の「学力の３要素」を多面的・総合的に評価します。 

 
 総合型選抜と学校推薦型選抜では、下表に記した方法で、学力の３要素を評価します。 
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１．食農学類の教育目標と求める学生像 

食農学類では、食品産業や農林業の第一線で活躍することや、行政や教育機関などで

食品産業や農林業を支えることを目指す意欲を持ち、卒業までに次の４つの力を身に付

けたいと考える学生を受け入れます。 

・農学の専門知識を関連産業や地域社会の実践的な取り組みにつなげる力 

・異なる専門分野との学際的な交流によってチームプレイを推進できる力 

・グローバルな科学的知見や国際比較の情報を地域の課題解決に活かす力 

・温かい眼差しと冷静な分析力によって地域社会への貢献を持続できる力 

食農学類では、２年生の後期（第４セメスター）から、食品科学コース、農業生産学

コース、生産環境学コース、農業経営学コースのいずれかに所属することになります。

各コースは、次のような基礎的・専門的な知識と能力を身に付けた人材の養成を目標と

しています。 

 

・食品科学コース：食品の分析について専門的な知識・技能を身に付けている。優れ

た食品の製造について知識・技能のポイントを修得するとともに、地域の食の伝

統的な強みを活かす筋道を具体的に理解している。 

 

・農業生産学コース：果樹・園芸等を含めて作物学の専門的な知識・技能を修得して

いる。病害虫管理や土壌肥料の原理を学ぶことにより、安全な作物生産や環境保

全型農業の基本課題を深く理解している。 

 

・生産環境学コース：森林・農地・水利施設等の生産環境の実態を把握し、管理・活

用システムを体系的に理解している。生産環境の修復や ICT 等の最先端技術導

入などの実践的な課題に取り組むこともできる。 

 

・農業経営学コース：農林業や食品産業の活動を社会科学の観点から分析する知識・
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技能を修得している。農商工連携などの新潮流の情報に詳しく、協同組合や共有

資源の役割についても深く理解している。 

 

２．入学試験の種類と内容 

食農学類では期待する人材を求めて、４種類の入学試験を実施します。 

それぞれの入学試験の科目などは以下のとおりです。 

 

［一般選抜・前期日程］募集人員 60 人 

大学入学共通テストの６教科８科目（国語、地理歴史・公民（１科目）、数学（２科

目）、理科（２科目）、外国語、情報）、個別学力試験の２科目（物理基礎・物理、化学

基礎・化学、生物基礎・生物、数学（数学 I・数学Ⅱ・数学Ａ・数学Ｂ・数学Ｃ）、英

語から２科目選択）で実施。 

 

［一般選抜・後期日程］募集人員 20 人 

大学入学共通テストの６教科８科目（国語、地理歴史・公民（１科目）、数学（２科

目）、理科（２科目）、外国語、情報）、個別学力試験のペーパーインタビューで実施。 

 

［総合型選抜・地域社会貢献枠］募集人員概ね 10 人 

自己推薦書と調査書によって第１次選抜を行い、第１次選抜合格者を対象として課

題論文と面接による第２次選抜を実施。 

福島県内の高等学校等を卒業もしくは卒業見込みの者で、福島県内の農業、農業関

連産業、食品関連産業、農林水産行政機関等の次世代の担い手として活躍する強い意

欲を持つ者、あるいは福島県外の高等学校等を卒業もしくは卒業見込みの者で、福島

県内か出身県内の農業、農業関連産業、食品関連産業、農林水産行政機関等で次世代

の担い手として活躍する強い意欲を持つ者で、指定する資格のいずれかを取得してい

る者を対象とします。 

 

［総合型選抜・実践教育経験枠］募集人員概ね 10 人 

自己推薦書と調査書によって第１次選抜を行い、第１次選抜合格者を対象として課

題論文と面接による第２次選抜を実施。 

高等学校専門学科（農業、工業、商業、情報、水産、家庭、看護、福祉に関する学

科）、総合学科、あるいは中等教育学校専門学科（農業、工業、商業、情報、水産、家

庭、看護、福祉に関する学科）を卒業見込みの者、または高等専門学校の第３学年を

修了見込みの者で、農学を学ぶ強い意欲を持ち、かつ、指定する資格のいずれかを取

得している者を対象とします。 

 

３．入学者選抜の際に求める知識・技能・関心 

本学類での成長を実現するために、以下に掲げる力を有している学生を求めます。 

（１）高校までに身に付けるべき基礎学力 

（２）対象を的確に捉える理解力と分析力 

（３）主体的に課題に取り組み探究する力 

（４）客観的かつ論理的な思考力 

（５）自らの見解を的確に伝える表現力 

（６）常に食と農に関心を寄せる持続力 

 

【入試に係る取組・改善状況】 

  東日本大震災、東京電力福島第一原子力発電所事故、および平成 23 年度以降におい 

 て豪雨災害等の激甚災害で被災された方の経済的負担を軽減し、被災受験者の進学機会 

 の確保を図るために、全ての入試において、検定料免除の特別措置を行っています。 
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②教育研究上の基本組織に関すること 
公表方法：HP(教育情報公表「２．教育研究上の基本組織」 

https://www.fukushima-u.ac.jp/university/public-matters/education.html 

 

 

③教員組織、教員の数並びに各教員が有する学位及び業績に関すること 
 a.教員数（本務者） 

学部等の組織の名称 
学長・ 

副学長 
教授 准教授 講師 助教 

助手 

その他 
計 

－ 6 人 － 6 人 

人文社会学群 － 89 人 47 人 1 人 0 人 0 人 137 人 

理工学群 － 
33 人 18 人 1 人 0 人 0 人 

 

52 人 

農学群 － 19 人 18 人 4 人 1 人 0 人 42 人 

附置研究所 － 4 人 3 人 0 人 0 人 0 人 7 人 

その他 － 9 人 11 人 3 人 4 人 0 人 27 人 

b.教員数（兼務者） 

学長・副学長 学長・副学長以外の教員 計 

 

0 人 89 人 89 人 

各教員の有する学位及び業績 

（教員データベース等） 
公表方法：HP「教員・研究者情報」 

https://search.adb.fukushima-u.ac.jp/fkshp/KgApp/ 

c.ＦＤ（ファカルティ・ディベロップメント）の状況（任意記載事項） 

福島大学においては、「教育推進機構」の下に「高等教育企画室」が設置されており、全学

委員会（全学教務協議会・基盤教育委員会）、及び各学類と連携して FD を実施している。ま

た、FD を円滑に実施するため、各学類（専門教育）、及び基盤教育委員会（基盤教育）から

「カリキュラム FD 担当者」を選出し、FD 実施体制を構築している。 
全学レベルでは、2018 年度より、毎年 10 月末に「全学 FD 研究会」を実施している。全学

FD 研究会は、『福島大学の新教育制度 2019』で示した、教育の内部質保証としての PDSA サ

イクルに基づき、福島大学の教育に関する「S：Study（研究）」を行い、「A：Action（改善）」

へ繋げていくことを目的として、福島大学に所属する全教員が一堂に介し FD を行う場であ

る。2024 年度は、「2027 年度カリキュラム改革―学修者本位の教育の充実―」をテーマとし

て開催した。 
 学類レベルでも独自に FD 活動が行われており、学類 FD については、教育推進機構会議（拡

大）を通して『学類・研究科 FD 年次レポート』の作成・提出を求めている。 
これら、全学、及び学類・研究科ごとの FD 活動は『福島大学 FD 報告書』としてまとめ、HP
にて公開している（https://www.fukushima-u.ac.jp/university/public-matters/fd.html）。 
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④入学者の数、収容定員及び在学する学生の数、卒業又は修了した者の数並びに

進学者数及び就職者数その他進学及び就職等の状況に関すること 
a.入学者の数、収容定員、在学する学生の数等 

学部等名 
入学定員 

（a） 

入学者数 

（b） 

b/a 収容定員 

（c） 

在学生数 

（d） 

d/c 編入学 

定員 

編入学 

者数 

人文社会学群

人間発達文化

学類 

 

 

260 人 

 

 

300 人 

 

 

115.4％ 

 

 

1,060 人 

 

 

1,177 人 

 

 

111.0％ 

 

 

10 人 

 

 

9 人 

人文社会学群

行政政策学類 

 

205 人 

 

212 人 

 

103.4％ 

 

840 人 

 

898 人 

 

106.9％ 

 

10 人 

 

13 人 

人文社会学群

経済経営学類 

 

220 人 

 

233 人 

 

105.9％ 

 

900 人 

 

965 人 

 

107.2％ 

 

10 人 

 

 4 人 

理工学群共生

システム理工

学類 

 

 

200 人 

 

 

210 人 

 

 

105.0％ 

 

 

680 人 

 

 

753 人 

 

 

110.7％ 

 

 

若干名 

 

 

0 人 

農学群食農学

類 100 人 114 人 114.0％ 400 人 437 人 109.2％ － － 

合計 985 人 1,069 人 108.5％ 3,880 人 4,230 人 109.0％ 30 人 26 人 

（備考） 

  
b.卒業者数・修了者数、進学者数、就職者数 

学部等名 

 

卒業者数・修了者数 進学者数 
就職者数 

（自営業を含む。） 
その他 

人文社会学群

人間発達文化

学類 

250 人 

(100%) 

21 人 

(8.4%) 

215 人 

(86.0%) 

14 人 

(5.6%) 

人文社会学群

行政政策学類 

204 人 

(100%) 

3 人 

(1.5%) 

194 人 

(95.1%) 

7 人 

(3.4%) 

人文社会学群

経済経営学類 

211 人 

(100%) 

10 人 

(4.7%) 

186 人 

(88.2%) 

15 人 

(7.1%) 

理工学群共生

システム理工

学類 

156 人 

(100%) 

51 人 

(32.7%) 

98 人 

(62.8%) 

7 人 

(4.5%) 

農学群食農学

類 

103 人 

(100%) 

22 人 

(21.4%) 

81 人 

(78.6%) 

0 人 

(0%) 

合計 
924 人 

(100%) 

107 人 

(11.6%) 

774 人 

(83.8%) 

43 人 

(4.7%) 

（主な進学先・就職先）（任意記載事項） 

（備考） 
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c.修業年限期間内に卒業又は修了する学生の割合、留年者数、中途退学者数（任意記載

事項）

学部等名 
入学者数 

修業年限期間内 

卒業・修了者数 
留年者数 中途退学者数 その他 

人文社会学群

人間発達文化

学類 

272 人 

（100％） 

233 人 

（85.7％） 

31 人 

（11.4％） 

8 人 

（2.9％） 

0 人 

（0％） 

人文社会学群

行政政策学類 

216 人 

（100％） 

183 人 

（84.7％） 

21 人 

（9.7％） 

12 人 

（5.6％） 

0 人 

（0％） 

人文社会学群

経済経営学類 

228 人 

（100％） 

187 人 

（82.0％） 

30 人 

（13.2％） 

11 人 

（4.8％） 

0 人 

（0％） 

理工学群共生

システム理工

学類

171 人 

（100％） 

135 人 

（78.9％） 

26 人 

（15.2％） 

10 人 

（5.9％） 

0 人 

（0％） 

農学群食農学

類 

104 人 

（100％） 

94 人 

（90.4％） 

7 人 

（6.7％） 

3 人 

（2.9％） 

0 人 

（0％） 

合計 
991 人 

（100％） 

832 人 

（84.0％） 

115 人 

（11.6％） 

44 人 

（4.4％） 

0 人 

（0％） 

（備考） 

⑤授業科目、授業の方法及び内容並びに年間の授業の計画に関すること
（概要） 

・授業計画（シラバス）の作成過程

全学教務協議会において、シラバス記載項目等も含め審議を行い、その決定内容を受けて

全授業担当教員（非常勤講師も含む）へシラバス作成依頼を行う。提出期限後、作成された

シラバスについて、各学類の教務委員会において提出状況及び記載項目の確認を行い、確認

内容に基づき授業担当者に提出の督促や未記入項目への記入依頼を行う。その後、全学教務

協議会及び基盤教育委員会を所管する教育推進機構の高等教育企画室においてシラバスの

内容確認を行い、次年度のシラバス作成にあたって改善すべき点などを検討し必要に応じて

訂正依頼を行う。

・授業計画の作成・公表時期

１月末に授業担当教員へシラバス作成依頼をおこない、２月初旬の原稿提出締切り、３月

末までの点検を経て、４月にホームページ上に公表する。

⑥学修の成果に係る評価及び卒業又は修了の認定に当たっての基準に関すること
（概要） 

本学の単位の認定及び評価については、以下に示す「福島大学単位認定規程」に基づき

厳格かつ適正に実施している。 

【福島大学単位認定規程】 
（趣旨） 

第１条 この規程は、福島大学試験規則（昭和４４年３月１８日制定。以下「試験規則」という。）

第９条の規定に基づき、単位の認定に関し、必要な事項を定める。 

（履修登録） 

第２条 学生は、受講する科目について、所定の期間に履修登録の手続を行わなければならない。 

２ 履修登録を撤回しようとする時は、所定の期間に履修登録撤回の手続を行わなければならな

い。 

３ 前項に規定する期間を過ぎてから、病気や事故などやむを得ない理由及び休学や留学などで受

講を継続することが困難になった場合については、所定の期間に同項の手続を行うことがある。 

（単位の認定） 
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第３条 単位の認定は、各科目について次の５段階で評価し、SからCを合格とする。 

評語 学修成果 評点 

S 単位認定基準を満たし、かつ、全ての項目で優秀な学修成果をあげた 90点～100点 

A 単位認定基準を満たし、かつ、多くの項目で優秀な学修成果をあげた 80点～89点 

B 単位認定基準を満たし、かつ、いくつかの項目で優秀な学修成果をあげた 70点～79点 

C 単位認定基準を満たす最低限の学修成果をあげた 60点～69点 

F 単位認定基準の学修成果をあげられなかった 59点以下 

２ 評価は、筆記試験、論文、報告書、実技又は平常の成績等によって行う。 

３ 受講する科目の欠席時数が当該科目の総授業時数の３分の１を超えた場合は、原則として当該

科目の単位認定は行わない。 

４ 第１項に規定する評価以外に、教育実習等に合格した場合は「G」で、他大学等で修得した科

目等を認定された場合は「N」で評価する。 

（授業料未納期間の単位認定） 

第４条 福島大学学則（昭和２４年６月１日制定。以下「学則」という。）第２６条第１項の規定によ

り除籍された者のうち、授業料未納期間にかかる単位の認定はしないものとする。ただし、学則第

２６条第１項第５号により除籍された者で再入学を許可された者が、当該未納期間の授業料に相当

する額を納入した場合は、その期間にかかる単位を認定するものとする。 

卒業認定は、「学則第 7 条（修業年限及び在学期間）に規定する期間在学し、所定の単

位以上を修得する者（福島大学学則第２７条）」に対し行う。各学類の具体の修得単位数・

卒業要件については、各学類の規程にそれぞれ定められており、学類の学修案内において

その履修方法等について周知・指導している。なお、卒業にあたっては、各学類教員会議

において卒業判定を行っている。

学部名 学科名 
卒業又は修了に必要

となる単位数 

ＧＰＡ制度の採用 

（任意記載事項） 

履修単位の登録上限 

（任意記載事項） 

人文社会学群 

人間発達文化学類 124 単位 ○有E A・無 24 単位 

行政政策学類 124 単位 
A○有E A・無 24 単位 

経済経営学類 124 単位 
A○有E A・無 24 単位 

理工学群 
共生システム理工

学類 
124 単位 

A○有E A・無 30 単位 

農学群 食農学類 124 単位 
A○有E A・無 24 単位 

ＧＰＡの活用状況（任意記載事項） 

公表方法：HP「福島大学 授業・履修案内 Q＆A」 

https://kyoumu.adb.fukushima-u.ac.jp/pdf/g_qa/Q&A_R6.pdf 

※当該ページ「GPA」参照

学生の学修状況に係る参考情報 

（任意記載事項） 

公表方法：学生の学外試験や取得資格の状況や受賞・表彰歴の状

況について、福島大学ホームページ（https://www.fukushima-

u.ac.jp/）の「プレスリリース」にて、公表することがある。 

⑦校地、校舎等の施設及び設備その他の学生の教育研究環境に関すること
公表方法：HP「教育情報公表」 

https://www.fukushima-u.ac.jp/university/public-matters/education.html 

※当該ページ「7．校地、校舎等の施設設備」参照
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⑧授業料、入学金その他の大学等が徴収する費用に関すること 

  

学部名 学科名 
授業料 

（年間） 
入学金 その他 備考（任意記載事項） 

人文社会

学群 

人間発達文化学類 535,800 円 282,000 円 0 円  

行政政策学類 535,800 円 282,000 円 0 円  

行政政策学類（夜

間主） 

 

267,900 円 
141,000 円 0 円 

 

経済経営学類 535,800 円 282,000 円 0 円  

理工学群 
共生システム理工

学類 
535,800 円 282,000 円 0 円 

 

農学群 食農学類 535,800 円 282,000 円 0 円 
 

 

⑨大学等が行う学生の修学、進路選択及び心身の健康等に係る支援に関すること 
a.学生の修学に係る支援に関する取組 

（概要） 

本学では、学生の履修登録をはじめ、学生へのお知らせ(掲示板と同様)、学生の呼び出しな

どを Web 上で行う ｢LiveCampus(総合ポータルシステム)｣ を導入し、学生への連絡を行ってい

る。この他、各学類にはアドバイザー教員制度や上級生による修学支援体制があり、ゼミやク

ラスを通じて学生相互のコミュニケーションを図るとともに、教職員と学生の日常的な結びつ

きを重視してゼミ指導教員等が学生の相談に応じている。 

 

具体的には、学生の修学支援のため以下の取組を行っている。 

 ・アドバイザー教員 

   入学から卒業まで学生の生活と修学の指導等について助言を行うアドバイザー教

員制度を取り入れている。 

 ・オフィス・アワー 

   教員が教員研究室において学生からの履修相談や授業に関する質問等に応じるた

めの時間帯設定を行っている。 

・L ポートフォリオ 

LiveCampus上に Lポートフォリオ(Learning Portfolio)を導入し、学生の学修履

歴の記録やふり返り(reflection)などのツールとして活用している。学生は入学時・

各セメスター・卒業時ごとに指定された期間内及び必要に応じて記録するものとし、

大学はこの記録を授業、カリキュラムや指導の改善にフィードバックする。 

・しのぶ育英奨学金 

本学では日本人学生個人を対象とした独自の「給付型奨学金」（しのぶ育英奨学金：

年間 60万円）を設けている。返還不要で、２年生以上の日本人学類生（大学院生を

除く）が対象。他の団体から給付型の奨学金を受けていない学生で家計困窮度のほか

学内での成績等により選抜される。 

・入学料、授業料の徴収猶予 

日本学生支援機構の給付型奨学金の採用候補者である入学者又は入学後に申込む

予定の入学者に対して、入学料及び前期分授業料の徴収を猶予している。猶予期間

は、入学料は９月１日まで、授業料は９月下旬頃までとしている。 

・学生の表彰制度 

 学生の意欲を高揚させ大学の活性化を図ることを目的に、優れた学業や研究業績

等を上げた者に対し、卒業時に学長賞（特に優れた業績の場合には大学特別賞）の

表彰を行っている。 
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b.進路選択に係る支援に関する取組 

（概要） 

・就職、進路相談 

  学生が個別に相談できるよう個別相談を受け付けている。学内外のキャリア相談員や新卒

応援ハローワークと連携し、個別相談に対応している。また、総合相談室、アクセシビリテ

ィ支援室などの学生支援担当のカウンセラーとの定期的なカンファレンスを行うなど学生

支援のための情報共有を行っている。 

 

・各種ガイダンス 

  年間をとおしてガイダンス、講演会、説明会などを計 40 回程度実施している。 

 （１・２年生）主に 3 年生向けに行われるガイダンス（主に業界研究）に参加することが可

能。また、正課教育（基盤教育科目）としてキャリア形成論、キャリアモデ

ル学習、ワーキングスキルなどが開講されている。 

 （３・４年生）スタートアップ講座をはじめとしたガイダンスのほか、自己分析やエントリ

ーシート、面接講座等を実施している。 

 （ミニセミナー）キャリア相談員による実践型として集団討論（公務員希望者向け）、グル

ープディスカッション（民間希望者向け）など学生の要望と状況に合わせ

たセミナーを開催している。 

 

・業界研究・インターンシップフェア 

主に民間企業への就職を目指す学類３年次（大学院１年次）向けに開催。例年、100 社程 

度の企業が出展している。 

 

・保護者へのサポート 

  学類２・３年生の保護者を対象に、保護者のための就職セミナーを大学祭の時期にあわせ

て開催し、就職活動の環境や親の関わり方について講演を行っている。また、学類２～３年

次の保護者には前年度卒業生の就職状況などの情報提供を行っている。 

 

・就職情報の提供、書籍の貸出 

  求人データ、会社案内、先輩の就職試験報告書などの情報提供を行っている。また、SPI 

試験問題集、都道府県別教員採用試験の過去問や参考書、公務員向け専門科目の参考書な 

どの貸出を行っている。 

c.学生の心身の健康等に係る支援に関する取組 

（概要） 

（学生総合相談室） 

修学、生活、健康等の学生が抱える学生生活に関する問題・悩みなどへの支援体制を一本

化し迅速に解決することを目的として「学生総合相談室」を開設している。学生総合相談室

では、カウンセラー（公認心理師・臨床心理士）又は本学職員が、相談内容や必要に応じて

より適切な機関や部署（アクセシビリティ支援室、保健管理センター等）の紹介も行ってい

る。 

この他、「大学生のお作法講座」や「四季に応じた会」を開催し、相談等がなくとも来室

しやすく、困ったときに相談しやすい環境づくりに努めている。 

 

（アクセシビリティ支援室） 

障がいや疾患のある学生が他の学生と同じように大学生活を送ることができるための修

学上の支援（合理的配慮）を行っている。学生や保護者からの相談、授業担当教員や関係部

署間のコーディネート、学外の社会資源との連携のもと配慮を実施している。この他、パソ

コンノートテイク、学習サポート、冬期間の除雪では支援者となる学生サポーターの養成・

派遣も実施している。 

 

（保健管理センター） 

- 40 -



心身の健康に関する相談や、急病やケガの際の初期対応を行い必要に応じて適切な医療機関

を紹介している。この他、定期健康診断を毎年実施し学生の健康管理を行うとともに専門分

野が異なる非常勤学校医による健康相談を行っている。 

⑩教育研究活動等の状況についての情報の公表の方法
公表方法：HP(教育情報公表) 

https://www.fukushima-u.ac.jp/university/public-matters/education.html 

備考 この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。 
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